
貸 借 対 照 表 _

2020年 3月 31日 現在

関電サービス株式会社 (単位 :千円)

資 産 の 部 負 債 の 部

科 目 金  額 科 目 金  額

流 動 資 産

現 金 及 び 預 金

売   掛   金
商      品
貯   蔵   品
前 払 費 用

預   け  金
未 収 入 金

そ   の   他
貸 倒 引 当 金

固 定 資 産

有形固定資産

建

構

機

車

工

築

械  装
両 運 搬

具 器 具 備

物

物

置

具

品

無形固定資産

ソ フ ト ウ エ ア

ソフトウエア仮勘定

電 話 加 入 権

そ   の   他

投資その他の資産

関 係 会 社 株 式

長 期 前 払 費 用

繰 延 税 金 資 産

長 期 預 け 金

そ   の   他

9,346,838

823,450

1,749,781

1,138

101,754

51,546

6,563,602

22,953

34,979

2,368△

5,578,309

437,776

266,957

50,267

8,760

9,500

102,291

92 455

76,978

6

14,644

825

5,048,077

53,000

11,710

699,644

4,000,000

283,723

流 動 負 債

買  掛   金
未   払   金
未 払 費 用

未 払 法 人 税 等

未 払 消 費 税 等

前   受   金
預   り  金
前 受 収 益

固 定 負 債

退職 給付 引 当金

敷 金 ・ 権 利 金

資 産 除 去 債 務

そ   の   他

負 債 合 計

3,383,540

57,838

639,284

1,749,842

135,373

360,121

14,751

302,990

123,337

625,510

336,515

88,904

162,110

37,981

4,009,050

純 資 産 の 部

株 主 資 本

資  本  金

資 本 剰 余 金

資 本 準 備 金

利 益 剰 余 金

利 益 準 備 金

その他利益剰余金

別 途 積 立 金

繰越利益剰余金

純 資 産 合 計

10,916,097

70,000

10,000

10,000

10,836,097

17,500

10,818,597

7,700,000

3,118,597

10,916,097

資 産 合 計 14,925,148 負債及び純資産合計 14,925,148



個別注記表

1.重要な会計方針に係る事項に関する注記
(1)資産の評価基準及び評価方法
有価証券

関係会社株式

移動平均法による原価法によつております。

その他の有価証券

時価のないもの

移動平均法による原価法によつております。

棚卸資産

商 品 総平均法による原価法 (貸借対照表価額については収益性の低下に
基づく簿価切下げの方法)に よつております。
移動平均法による原価法 (貸借対照表価額については収益性の低下

に基づく簿価切下げの方法)によつております。
貯蔵品

(2)固定資産の減価償却の方法
有形固定資産

定率法によつております。

ただし、平成 10年 4月 1日 以降に取得した建物 (附属設備については、平成

28年 4月 1日 以降に取得したもの)及び平成 28年 4月 1日 以降に取得した構

築物については、定額法によつております。

無形固定資産 (ソ フトウェア)

社内における利用可能期間 (5年)に基づく定額法によつております。

(3)引 当金の計上基準
貸倒引当金

債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率によ

り、また、貸倒懸念債権等、特定の債権については個別に回収可能性を勘案し、

回収不能見込額を計上しております。

退職給付引当金

従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債務の見込

額に基づき、当事業年度末に発生していると認められる額を計上しておりま

す。

数理計算上の差異は、発生時の事業年度に全額費用処理することとしており

ます。

(4)その他計算書類の作成のための基本となる重要な事項
消費税等の会計処理

消費税等の会計処理は税抜方式によつております。

(5)連結納税制度の適用
関西電力株式会社を連結納税親会社として連結納税制度を適用しております。

2。 当期純利益

1,026,501千 円


